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第１ 新地方公会計制度について                                  

 

１ 導入の背景 

平成 18 年 8 月に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

ための指針（地方行革新指針）」において，地方公会計改革の取り組みとして発生主義・

複式簿記の考え方を取り入れた公会計の整備が掲げられ，普通会計及び連結ベースの財

務書類４表（「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」）

を平成 20 年度決算から整備することとなりました。 

宇土市においては，これまで総務省旧方式に基づいたバランスシート及び行政コスト

計算書を公表してきましたが，平成 19 年度決算分からは，新地方公会計制度に基づく「総

務省方式改訂モデル」による財務書類４表を公表しています。 

 

２ 財務書類４表について 

（１）目的 

従来の地方公共団体の財務会計は，単年度ごとの現金の収支を記録する現金主義

がとられており，これまでに取得した資産の状況や減価償却，退職金引当金など将

来発生する費用について把握することができませんでした。 

そこで，「発生主義・複式簿記」による財務書類を作成することにより，蓄積され

た資産や将来の負担となる債務などを管理し，財政状況を総合的かつ長期的に把握

することで健全な行財政運営に活かしていく必要があります。 

 

（２）対象年度  平成 22 年度（基準日：平成 23 年 3 月 31 日） 

※ 出納整理期間における出納については，基準日までに終了したものとしてい

ます。 

（３）作成基礎数値  

・地方財政状況調査表 

・地方公営企業決算状況調査表 

・歳入歳出決算書 

 

（４）作成範囲 

 普通会計 
                            

                            

宇土市土地開発公社  

                                 宇城広域連合  

熊本県後期高齢者医療広域連合  

                                                        

 

水道事業会計  

            国民健康保険特別会計  

        簡易水道事業特別会計  

             公共下水道事業特別会計  

             老人保健医療特別会計  

            介護保険特別会計  

            漁業集落排水施設整備事業特別会計  

            後期高齢者医療特別会計  

   

 

 

 

一般会計  

普通会計 

市全体 

連 結 
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純経常行政コスト 

112 億 3 千万円  

３ 財務書類４表の相関関係 

財務書類４表の相関関係を示したものが下記の図です。 

①貸借対照表の「純資産」の変動を表したものが④純資産変動計算書です。 

④純資産変動計算書における純資産の変動要因の主なものが「純経常行政コスト」と

「一般財源」「補助金受入等」です。 

「純経常行政コスト」は，②行政コスト計算書で計算されます。 

③資金収支計算書は，歳計現金の動きを表しており「期末歳計現金残高」は，①貸借

対照表の「歳計現金」と一致します。 

 

【財務書類 4 表相関図】 

 

   ①貸借対照表                         ②行政コスト計算書 

借方  貸方    

 

経常行政コスト 

 

｜ 

 

経常収益  

 

∥ 

 

 

 

 

 

 

資産  

 

負債  

192 億 1 千万円  

 

 

 

 

純資産  

355 億 7 千万円  

 

 

 

資産合計  

547 億 8 千万円  

負債・純資産合計  

547 億 8 千万円  

 

 

③資金収支計算書                      ④純資産変動計算書  

 

 

 

 

 

 

 

収入  

｜ 

支出  

∥ 

歳計現金増減額  

＋ 

期首歳計現金残高  

∥ 

 
期末歳計現金残高  

13 億円  

うち歳計現金  

13 億円  

 

期首純資産残高  

｜ 

 

 

 

± 

一般財源・国県補助金  

資産評価替え等  

∥ 

 

 

純経常行政コスト 

112 億 3 千万円  

期末純資産残高  

355 億 7 千万円  
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第２ 普通会計の財務書類４表                                    

 

１ 貸借対照表の概要 

 

貸借対照表とは，市が保有している財産（資産）がどれくらいあり，その財産をどの

ような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表したものです。 

また，表の左右で「資産合計＝負債合計＋純資産合計」となりバランスがとれている

（金額が一致する）ことからバランスシートとも呼ばれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借      方 貸      方 

【資 産】 【負 債】 

５４７億８千万円 

 

 

 

 

 

１９２億１千万円 

【純資産】 

３５５億７千万円 

 

 

 

 

「これまでの世代の負担」 

 ・受け入れてきた国，県補助金  

 ・収納した税金など 

「これまで積み上げてきた資産」 

  

・市が所有する建物，土地など 

・売却可能な土地，建物など 

・出資金  

・貸付金  

・基金（貯金） 

 ・回収予定の債権（市税，使用料

など） 

  

「将来世代の負担」 

 ・地方債（借金） 

 ・将来支払う退職金など 

◆貸借対照表でわかること 

①将来世代に引き継ぐ資産がどの程度あるか・・・５４７億８千万円 

②将来世代にどの程度の負債を残しているか・・・１９２億１千万円 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 15,050,829

①生活インフラ・国土保全 24,713,222 (2) 長期未払金

②教育 14,674,191 ①物件の購入等

③福祉 619,157 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 305,277 ③その他

⑤産業振興 6,145,017 長期未払金計 0

⑥消防 208,349 (3) 退職手当引当金 2,214,870

⑦総務 1,418,343 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 48,083,556 固定負債合計 17,265,699

(2) 売却可能資産 104,323

公共資産合計 48,187,879 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,767,211

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,128,144 (4) 翌年度支払予定退職手当 53,287

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 121,587

投資及び出資金計 2,128,144 流動負債合計 1,942,085

(2) 貸付金 778,849

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 19,207,784

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 555,124

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 10,963,336

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 555,124 ２　公共資産等整備一般財源等 29,200,145

(4) 長期延滞債権 304,612

(5) 回収不能見込額 △ 118,382 ３　その他一般財源等 △ 4,489,094

投資等合計 3,648,347

４　資産評価差額 △ 104,323

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 35,570,064

①財政調整基金 1,383,317

②減債基金 218,921

③歳計現金 1,304,846

現金預金計 2,907,084

(2) 未収金

①地方税 54,271

②その他 4,099

③回収不能見込額 △ 23,832

未収金計 34,538

流動資産合計 2,941,622

資　　産　　合　　計 54,777,848 負 債 ・ 純 資 産 合 計 54,777,848

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,838,866千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 21,695,678 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 16,817,982 千円 16,817,982 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 29,952 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,861,866 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 450,170 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,268,157 千円 2,268,157 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 267,551 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 16,724,903 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,280,725 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,030,951 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 12,413,227 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,970,775 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は9,039,943千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は34,621,520千円です。

29,952

1,861,866

450,170

267,551

0

0

1,768,086

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

602,420

1,508,316

2,783,408

746,288

658,000

0

184,315

1,873,653

24,770

24,130

2,783,408

672,672

0

0

0

551,382

92,976

32,182

貸借対照表
平成23年3月31日現在

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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【資産の部】 

公共資産  

（１）有形固定資産 

行政サービスを提供するために必要な市の土地，建物，機械器具などの金額を表

します。ここには昭和 44 年以降に取得したこれらの金額から減価償却した額を差し

引いた額をその使用目的別に計上しています。 

その総額は 480 億 8,355 万 6 千円であり，その内訳は割合が大きい順に「生活イ

ンフラ・国土保全」（道路，公営住宅など）が 51.4％，「教育」（学校，市民体育館

など）が 30.5％，「産業振興」（農道，漁港など）が 12.8％となっています。 

 

（２）売却可能資産 

公共資産のうち利用していない資産を計上します。これらの資産は早期売却，利

活用が望ましいといえます。 

    土地等 18 件分 1 億 432 万 3 千円を計上しています。 

 

投資等 

（１）投資及び出資金 

第三セクター等への出資金，出えん金を計上します。またその出資先の財政状況

が著しく悪化し，その損失が本市に及ぶ場合は「投資損失引当金」としてマイナス

計上を行います。 

総額は 21 億 2,814 万 4 千円で，主な出資先は上天草・宇城水道企業団 15 億 8,771

万 1 千円，宇土市水道事業会計 4 億 7,840 万円となっています。なお，「投資損失引

当金」の計上額はゼロとなっています。 

 

（２）貸付金 

災害時援護，企業振興などを目的として貸付を行っている額を計上します。 

総額 7 億 7,884 万 9 千円で，市内の企業振興のための貸付額 7 億 6,615 万 6 千円が

その大半を占めています。 

 

（３）基金等 

特定の目的のために積み立てている基金（貯金）の額を計上します。この金額は

大きいほうが望ましいといえます。 

庁舎建設，改修のための基金 2 億 6,849 万円，地域福祉のための基金 1 億 1,412

万 7 千円など総額 5 億 5,512 万 4 千円を計上しています。 

なお，財政調整基金や減債基金は，行政運営や地方債償還に充てる基金であるた

め，流動資産の現金預金へ計上しています。 

 

（４）長期延滞債権 

納付期限から 1 年以上を経過しているにも関わらずまだ納入されていない債権

（貸付金，税，使用料など）を計上します。この金額はできるだけ少ないほうがよ

く，また減少させていく必要があります。 

地方税 2 億 6,205 万 7 千円，市営住宅使用料 1,211 万 2 千円，保育料 715 万 6 千

円などを計上しています。 

 

（５）回収不能見込額 

貸付金，長期延滞債権のうち過去の回収不能実績などから回収できないと見込ま
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れる金額を計上します。 

過去 5 年間に実施した不能欠損状況により回収不能見込額を算定し，地方税 1 億

1,453 万 3 千円，保育料 184 万 4 千円などを計上しています。 

 

流動資産 

（１）現金，預金 

現金，すぐに使える貯金（基金）などを計上しています。 

財政調整基金 13 億 8,331 万 7 千円，減債基金 2 億 1,892 万 1 千円，当年度の歳入

から歳出を差し引いた歳計現金として 13 億 484 万 6 千円を計上しています。 

 

（２）未収金 

その年度に収入すべきであったがまだ収入がない地方税や使用料などを計上しま

す。納付（回収）期限から 1 年以上経過した分は，長期延滞債権に計上しています

ので，比較的短期の滞納分となります。ここでも過去の回収不能実績などをもとに

算定した回収不能見込額をマイナス計上します。 

地方税 5,427 万 1 千円，その他住宅使用料，保育料などの 409 万 9 千円を計上し

ていますが，そのうち 2,383 万 2 千円は回収不能見込としてマイナス計上していま

す。 

 

【負債の部】 

固定負債 

（１）地方債 

地方債（借金）の残高のうち翌々年度以降に返済日を迎える金額を計上します。

ちなみに翌年度返済予定額は流動負債の欄に計上します。 

地方債残高 168 億 1,804 万円のうち翌年度返済予定の 17 億 6,721 万 1 千円を差し

引いた 150 億 5,082 万 9 千円を計上しています。 

 

（２）長期未払金 

既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについてまだ支払っていない額

を計上します。その支払予定額のうち翌々年度以降の予定額を計上します。 

 

（３）退職手当引当金 

宇土市の職員がその年度末で全員退職したと仮定したとき必要となる退職手当の

額を計上します。ただし，地方債と同様に翌年度支払予定の退職手当は流動負債の

欄に計上しますので，その額を差し引いた額をここに計上します。 

全職員の退職金試算は 22 億 6,815 万 7 千円となり，翌年度支払予定額の 5,328

万 7 千円を差し引いた 22 億 1,487 万円を計上しています。 

 

流動負債 

（１）翌年度償還予定地方債 

固定負債の欄に計上しなかった翌年度の地方債償還予定額を計上します。 

 

（２）短期借入金 

市の予算で収支不足が生じた場合は翌年度予算から前借することができますが，

この額を計上します。 
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（３）未払金 

固定負債，長期未払金の欄で計上しなかった翌年度支払予定額を計上します。 

 

（４）翌年度支払予定退職手当 

固定負債，退職手当引当金の欄で控除した翌年度支払予定の退職手当額を計上し

ます。 

 

（５）賞与引当金 

翌年支払予定の賞与のうち当該年度分の金額を計上します。賞与は一定の期間勤

務した労働の対価と考えることができ，翌年 6 月に支給される賞与は当該年度の 12

月から翌年度 5 月までの 6 ヶ月間の対価となります。そのうち 12 月から 3 月の 4

ヶ月間分は当該年度のコストとして計上します。 

翌年度 6 月支払予定額 1 億 8,238 万円×4/6＝1 億 2,158 万 7 千円を計上していま

す。 

 

【純資産の部】 

（１）公共資産等整備国県補助金等 

これまで取得してきた財産に対し国，県から補助を受けた額を計上します。 

 

（２）公共資産等整備一般財源等 

これまで取得してきた財産の財源のうち上記（１）と地方債を除いた額を計上し

ます。 

 

（３）その他一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額になり

ます。 

通常，地方自治体では資産の形成以外にも負債を充当することが多いため，この

項目がマイナス値になります。 

 

（４）資産評価差額 

市の資産を取得した額と再評価した際の差額を計上します。 
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【注記】  

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産(その支出金に充当された財源) 

市の資産整備は市が直接行うもの以外にも，他団体への補助という形でも形成され

ます。有形固定資産には計上されなかった資産をその目的別に計上します。またその

財源も併せて計上します。 

総額は 27 億 8,340 万 8 千円となり，その内訳は有形固定資産と異なり，産業振興（農

林水産，商工関係）への支出が大きく全体の 67.3％を占めています。 

 

※２ 債務負担行為に関する情報 

ここには貸借対照表の「長期未払金」「未払金」に計上しなかった債務負担行為の金

額を計上します。 

宇土小学校耐震改築工事等に係る経費 7 億 4,628 万 8 千円，土地開発公社への債務

保証に係る 6 億 5,800 万円とその他として農林水産関係の利子補給や指定管理委託に

係る経費 17 億 6,808 万 6 千円を計上しています。 

   なお，土地開発公社への債務保証については，現在，債務は発生していませんが，

将来偶発債務になり得るものであるため，債務負担行為情報として計上することとな

っています。 

 

※３ 地方債残高への交付税措置額 

地方債にはその償還財源として地方交付税が見込まれるものがありますのでその額

を計上します。 

地方債残高 168億 1,804 万円に対し 68 億 3,886 万 6 千円の交付税措置額を見込んで

います。 

 

※４ 普通会計の将来負担に関する情報 

財政健全化法に基づく将来負担比率算定時に用いた将来の負担見込額とその負担を

軽減するための資産額を計上します。 

将来の負担見込額 216 億 9,567 万 8 千円とその負担を軽減する資産として 167 億

2,490 万 3 千円を計上しています。 

 

※５ 土地及び減価償却累計額 

有形固定資産額のうち償却資産を除いた土地の価格と，その償却資産の償却額を計

上します。 

土地の価格が 90 億 3,994 万 3 千円ですので，有形固定資産合計の 480 億 8,355 万 6

千円との差額 390 億 4,361 万 3 千円が償却資産となります。減価償却額 346 億 2,152

万円に対しての償却資産取得価額は 736 億 6,513 万 3 千円（390 億 4,361 万 3 千円＋

346 億 5,152 万円）ですので 47.0％の減価償却（資産の老朽化）が進んでいることが

わかります。 

◆貸借対照表の【注記】情報でわかること 

①他団体や民間への支出金により形成された資産はどの程度か・・・・２７億８千万円 

②契約上支払が確定しているもの（債務負担行為額）はどの程度か・・３１億７千万円 
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２ 行政コスト計算書の概要 

 

行政コスト計算書とは，行政サービスを提供するに伴って発生した１年間の行政活動

のうち，ごみ処理や福祉サービスなどの資産形成に結びつかない経常的な行政サービス

に係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料などの財源

を表した財務書類です。企業会計における損益計算書に相当するものですが，自治体は

営利目的で行政運営をしているわけではないため，利益ではなくコストを計算していま

す。 

行政コスト計算書は，「経常行政コスト」と「経常収益」からなり，これらの差引が「純

経常行政コスト」になります。 

経常行政コストは，縦方向に性質別経費，横方向に目的別に表示されており，どの経

費がどのような目的に使われたかを見ることができます。その自治体がどのような分野

に力を入れているかを知ることができます。 

経常収益は，「使用料・手数料」と「分担金・負担金・寄付金」からなります。目的別

にみることで，どの行政目的がどの程度の受益者負担で賄われているか分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出 

歳入 

資産 

負債 

純資産 

行政コスト 

 

経常収益 

貸借対照表 歳入歳出決算  行政コスト計算書  

資産形成につながらないもの 

（人件費，社会保障給付費など） 

資産形成となるもの 

（建設事業費，積立金など） 

行政コストを賄うための財源  

（使用料・手数料など） 

資産形成のための財源  

（地方債，国県支出金など） 

◆行政コスト計算書でわかること 

①資産を形成しない経常的な行政サービスにかかったコスト・・１１７億７千万円 

②受益者の負担で賄われたコスト・・・５億４千万円 
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,034,105 17.3% 114,462 425,833 152,052 81,921 240,814 27,938 868,470 122,615 0

（２）退職手当引当金繰入等 199,903 1.7% 16,579 43,777 19,883 11,706 30,214 2,628 70,551 4,565 0

１ （３）賞与引当金繰入額 121,587 1.0% 6,842 25,454 9,089 4,897 14,394 1,670 51,912 7,329 0

小　　計 2,355,595 20.0% 137,883 495,064 181,024 98,524 285,422 32,236 990,933 134,509 0

（１）物件費 1,047,922 8.9% 41,978 299,755 61,157 259,136 109,818 24,016 241,366 10,517 179

（２）維持補修費 104,889 0.9% 40,066 38,402 3,319 2,637 11,680 260 8,525 0

（３）減価償却費 1,609,240 13.7% 623,602 372,966 43,490 21,792 440,243 29,280 77,867 0

小　　計 2,762,051 23.5% 705,646 711,123 107,966 283,565 561,741 53,556 327,758 10,517 0 179

（１）社会保障給付 3,256,436 27.7% 33,513 3,208,719 14,204

（２）補助金等 1,329,780 11.3% 3,501 37,726 89,639 579,248 135,881 391,208 91,836 741 0

３ （３）他会計等への支出額 1,606,491 13.6% 158,692 0 1,303,748 31,277 25,109 800 86,865 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

156,358 1.3% 10,275 9,520 5,759 21,056 90,238 2,311 17,199 0 0

小　　計 6,349,065 53.9% 172,468 80,759 4,607,865 645,785 251,228 394,319 195,900 741 0

（１）支払利息 283,481 2.4% 283,481

（２）回収不能見込計上額 19,071 0.2% 19,071

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 302,552 2.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 283,481 19,071 0

11,769,263 1,015,997 1,286,946 4,896,855 1,027,874 1,098,391 480,111 1,514,591 145,767 283,481 19,071 179

（　構　成　比　率　） 8.6% 10.9% 41.6% 8.7% 9.3% 4.1% 12.9% 1.2% 2.4% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 253,153 41,989 21,233 60 44,360 2,480 4 20,704 0 0 0 122,323

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 289,489 370 2,682 250,539 0 9,982 0 25,746 0 0 0 170

542,642 42,359 23,915 250,599 44,360 12,462 4 46,450 0 0 0 122,493

ｄ／ａ 4.61% 4.2% 1.9% 5.1% 4.3% 1.1% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 0.0%

11,226,621 973,638 1,263,031 4,646,256 983,514 1,085,929 480,107 1,468,141 145,767 283,481 19,071 179 △ 122,493

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

行政コスト計算書
自　平成22年 4月 1日

至　平成23年 3月31日

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ
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（１）経常行政コスト 

 区 分  内  容  性質別経費  

1 人にかかる 

コスト 

行政サービスの担い手である職員に要する費用です。 (1)人件費  

(2)退職手当引当金繰入金  

(3)賞与引当金繰入額  

2 物にかかる 

コスト 

行政サービスの提供に必要な消耗品，光熱水費，委託料等

の消費的性質の経費や市が管理する施設の維持補修の費

用，時の経過による有形固定資産の減価 償却費がありま

す。 

(1)物件費  

(2)維持補修費  

(3)減価償却費  

3 移 転 支 出

的なコスト 

市民や団体などに対する支出によって効果が表れる費 用

で，補助金，児童手当，生活保護費，他会計に対する財政

的な支援に係る経費等があります。 

(1)社会保障給付  

(2)補助金等  

(3)他会計等への支出額  

(4)他団体等への公共資産整

備補助金等  

4 その他の 

コスト 

上記以外の費用で，借金にかかる利子，徴収できなくなった

税金等，災害復旧に要する費用です。 

(1)支払利息  

(2)回収不能見込計上額  

(3)その他行政コスト 

 

 

（２）経常収益 

経常収益は，使用料・手数料，分担金・負担金・寄附金に分けられます。これは，

行政サービスの利用者である受益者負担による収入額を表しています。 

横方向に目的別に見ると，どの分野の経費がどの程度受益者負担で賄われているか

を知ることができます。 

経常行政コスト総額に占める経常収益合計額の割合（ｄ/a）を見ると，福祉が 5.1％

と最も高く，環境衛生（4.3％），生活インフラ・国土保全（4.2％），総務（3.1％）の

順になっています。この割合が低いほど，経常行政コストの多くが受益者負担以外の

税金等で賄われていることになります。 

 

 項 目  内  容  

1 使用料・手数料  市が管理する施設等を利用する場合の使用料や住民票など各種証明書発行手

数料等があります。 

2 分担金・寄附金  市が行う事業や法令等の定めによって利益を受ける場合の分担金・負担金や市

が市以外の者から受ける寄附金があります。 

 

（３）純経常行政コスト 

経常行政コスト総額から経常収益総額の差引きで表されます。経常収益には税は含

まれないため一般的には，大幅なコスト超過となりますが，市税や地方交付税といっ

た一般財源で賄わなければならないコストを表しています。 

純経常行政コストは，112 億 2,662 万 1 千円で，これは税等の一般財源で賄わなく

てはならないコストを表します。 

経常行政コストに占める経常収益の割合は 4.61％で，これは行政サービスに係る経

費が使用料や手数料などの受益者負担による収入でどの程度賄われているかを表しま

す。 
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【性質別行政コスト】 

行政コスト計算書を縦方向（性質別）に

見ると，社会保障給付，補助費などの移転

支出的なコストが 63 億 4,906 万 5 千円  

（53.9％）と最も多く，次いで物件費など

の物にかかるコスト 27 億 6,205 万 1 千円

（23.5％），人件費などの人にかかるコスト

23 億 5,559 万 5 千円（20.0％），借金返済

に係る利子などのその他行政コスト 3 億

255万 2千円（2.6％）の順になっています。

行政サービスを提供するために，どのよう

な性質の経費が用いられたかを知ることが

でき，コスト削減のための手がかりになる

といえます。  

人にかか

る

コスト

20.0%

物にかか

る

コスト

23.5%

移転支

出的なコ

スト

53.9%

その他

行政コ

スト

2.6%

 

 

【目的別行政コスト】 

行政コスト計算書を横方向（目的別）に見

ると，教育，福祉，環境衛生などの分野に分

かれており，それぞれの分野にどれだけのコ

ストがかかっているかが分かります。 

福祉は 48億 9,685万 5千円（41.6％）と最

も大きく，中でも社会保障給付や他会計等へ

の支出額が大きな割合を占めています。次い

で人件費の割合が大きな総務が 15億 1,459万

1千円（12.9％），教育が 12億 6,207万 6千円

（10.93％）となっています。生活インフラ・

国土保全は 10億 1,599万 7千円（8.6％），環

境衛生は 10億 2,787万 4千円（8.7％），産業

振興は 10 億 9,839 万 1 千円（9.3％）とほぼ

同じ割合を占めています。 

生活インフ

ラ・国土保

全

8.6%

教育

10.9%

福祉

41.6%
環境衛生

8.7%

産業振興

9.3%

消防

4.1%

総務

12.9%

議会

1.2%

支払利息

2.4%

 

 

性質別行政コスト 

目的別行政コスト 
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３ 純資産変動計算書の概要 

 

貸借対照表の純資産の部に計上されている額が１年間でどのように変動したかを表す

ものです。 

純資産額は，資産合計から負債合計を差し引いた額になりますが，これまでの世代が

負担してきた部分であり，その額が増えたのか減ったのかが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【純資産変動計算書の構成】 

計 上  項 目  内  容  

期首純資産残高  前年度末の純資産額  

純経常行政コスト 当該年度の行政コスト計算書における純経常行政コスト 

資産形成に結び付かない経費から受益者の負担となる収入を除いた額  

純資産の中でコスト（費用）は，マイナス計上となる。 

 

一般財源  市税，地方交付税等の一般財源として受け入れた当該年度の収入額と

長期延滞債権及び未収金として新たに貸借対照表に計上した額  

 

補助金等受入  国庫支出金，県支出金の額  

臨時損益  災害復旧費，公共資産除売却処分による損益，投資及び出資金の時価

変動による損益等  

 

科目振替  純資産項目「公共資産等整備国県補助金等」，「公共資産等整備一般

財源等」，「その他一般財源等」内部での金額の変動を表します。  

公共資産整備，貸付金・出資金等の投資・回収，減価償却，地方債償

還など資産に関わる収入や支出があった場合に，それぞれの純資産項

目を増減させる振替が発生します。 

 

資産評価替えによる変動額  売却可能な公共資産，市場価格のある投資及び出資金の時価評価に

よる差額など新たに計上した額  

 

無償受贈資産受入  無償で資産を受贈した場合の評価額  

◆純資産変動計算書でわかること 

①資産はどのように変動したか 

②資産はどのような財源で形成されたか 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 34,272,586 10,435,589 28,764,092 △ 4,822,772 △ 104,323

純経常行政コスト △ 11,226,621 △ 11,226,621

一般財源

地方税 3,611,811 3,611,811

地方交付税 4,294,225 4,294,225

その他行政コスト充当財源 778,913 778,913

補助金等受入 3,859,378 1,022,582 2,836,796

臨時損益

災害復旧事業費 △ 20,228 △ 20,228

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償履行確定額 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,043,670 △ 2,043,670

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 286,001 △ 286,001

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 414,205 414,205

減価償却による財源増 △ 379,218 △ 1,230,022 1,609,240

地方債償還に伴う財源振替 1,182,709 △ 1,182,709

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 △ 115,617 △ 1,432,100 1,547,717

期末純資産残高 35,570,064 10,963,336 29,200,145 △ 4,489,094 △ 104,323

純資産変動計算書
自　平成22年 4月 1日

至　平成23年 3月31日
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（１）純資産合計  

期首純資産残高（H21 年度末）は 342 億 7,258 万 6 千円で，期末純資産残高（H22

年度末）は 355 億 7,006 万 4 千円となり，前年度から純資産額は 12 億 9,747 万 8

千円の増額となっています。 

その内容は，地方税，地方交付税等の一般財源が 86 億 8,494 万 9 千円，補助金等

受入が 38 億 5,937 万 8 千円で，その合計額 125 億 4,432 万 7 千円から純経常行政コ

スト 112 億 2,662 万 1 千円と災害復旧費 2,022 万 8 千円を差し引くと 12 億 9,747

万 8 千円となります。 

 

（２）公共資産等整備国県補助金等 

期首純資産残高（H21 年度末）は 104 億 3,558 万 9 千円で，期末純資産残高（H22

年度末）は 109 億 6,333 万 6 千円となり，前年度から 5 億 2,774 万 7 千円の増額と

なっています。 

公共資産等整備のために新たに受け入れた補助金 10億 2,258万 2千円からこれま

で積み上げた有形固定資産の財源となっていた分の減価償却額 3 億 7,921 万 8 千円

とその他 1 億 1,561 万 7 千円を差し引いています。 

 

（３）公共資産等整備一般財源等 

公共資産等の整備に充当された財源のうち，国県補助金と地方債を除いた額とな

ります。 

使途が特定されていなかった一般財源を公共資産整備に充当した財源として拘束

することを意味します。 

新たに公共資産等整備へ投入された一般財源は，公共資産整備が 20億 4,367万円，

貸付金・出資金等が 2 億 8,600 万 1 千円，公共資産の整備以外の財源となった地方

債の償還額が 11 億 8,270 万 9 千円となります。 

一方，使途の自由な一般財源となったのが，貸付金の回収額 4 億 1,420 万 5 千円

と公共資産の減価償却費 12 億 3,002 万 2 千円です。 

 

（４）その他一般財源等 

純経常行政コスト 112 億 2,662 万 1 千円に対し，地方税，地方交付税などの経常

的な一般財源等を 86 億 8,494 万 9 千円，補助金等を 28 億 3,679 万 6 千円充当し，

災害復旧事業費 2,022 万 8 千円を差し引くと，期末純資産残高は△44 億 8,909 万 4

千円となり，期首純資産残高から 3 億 3,367 万 8 千円減少しました。 

合わせて科目振替では，それぞれの項目において，公共資産等整備国県補助金等

と公共資産整備一般財源等の増減に合わせて変動しています。 
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４ 資金収支計算書の概要 

  

資金収支計算書とは，行政活動を歳計現金（資金）の流れから見たものであり，会計

年度内における資金の増減内訳を示しています。「経常的収支の部」「公共資産整備収支

の部」及び「投資・財務的収支の部」の３つに区分し表示することにより，行政活動別

の資金収支を明確にしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金収支計算書の構成】 

（１）経常的収支の部 

毎年度継続的に行われる経常的な行政活動の資金収支を計上しています。具体的

には，市税，地方交付税，使用料・手数料などの収入と人件費，物件費，社会保障

給付などの支出を計上しています。この収支の黒字額が小さい場合には，財政構造

が硬直化していることになります。 

 

（２）公共資産整備収支の部 

道路や学校など自団体で整備する公共資産整備支出，他団体に補助金等を支出し

て公共資産を整備する公共資産整備補助金等支出，他会計への繰出金等のうち建設

費に充てられたものが計上されています。収入には，その財源となる国県補助金等，

地方債発行額などが計上されています。 

 

（３）投資・財務的収支の部 

貸付金，基金積立金，地方債の元金償還額，他会計への繰出金等のうち地方債の

元金償還に充てられたものなどが計上されています。収入には，貸付金の返還額や

上記支出の財源となった地方債などが計上されています。 

 

（４）注記 

欄外に，資金収支計算書に含まれていない一次借入金に関する情報及び地方債の

発行・償還や財政調整基金等の積立・取崩しを全体の収支から除いた基礎的財政収

支（プライマリーバランス）に関する情報を掲載しています。 

◆資金収支計算書でわかること 

①経常的経費や投資的経費がどのような財源で賄われているか 

②１年間での歳計現金の変動要因 
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（単位：千円）

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等
支払利息
他会計等への事務費等充当財源繰出支出
その他支出
支 出 合 計
地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
諸収入
地方債発行額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計等への建設費充当財源繰出支出
支 出 合 計
国県補助金等
地方債発行額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計等への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
支 出 合 計
国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
公共資産等売却収入
その他収入
収 入 合 計
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額
当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② #REF!
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　繰越金 △
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

14,055,592
1,805,356

372,571
1,614,434

952,750
1,304,846

15,360,438
602,750

1,265,589
0

874
11,768

409,934
△ 1,888,733

352,096

1,521,875
2,298,667

0
397,292

0
0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

200,000
458,572

0
118,220

940,391
535,334

6,919
55,913

1,538,557
△ 844,766

3,085,595

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
2,157,616

156,358
69,349

2,383,323

277,450
86,975

730,255
2,803

635,377
12,809,197

125,117
9,723,602
3,608,634
4,294,225
2,918,987

254,491

2,348,809
1,047,922
3,256,436
1,327,933

283,481
1,333,904

資金収支計算書
自　平成22年 4月 1日
至　平成23年 3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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（１）経常的収支の部 

経常的支出は，人件費，物件費，社会保障給付等の日常的な行政サービスに必要

とする費用で構成されています。割合が大きい順に，社会保障給付 32 億 5,643 万 6

千円，人件費 23 億 4,880 万 9 千円となっています。 

経常的収入は，地方交付税 42 億 9,422 万 5 千円，地方税 36 億 863 万 4 千円で経

常的収入全体の 6 割以上を占めます。次いで国県補助金等 29 億 1,898 万 7 千円とな

っています。 

経常的収支額は，30 億 8,559 万 5 千円となっており，公共資産整備収支と投資・

財務的収支の赤字を穴埋めしています。 

 

（２）公共資産整備収支の部 

公共資産整備支出は，道路や公共施設の建設事業費，他団体への補助金として支

出した公共資産整備費，建設費に充当された特別会計への繰出金から構成されてい

ます。 

支出合計額 23億 8,332万 3千円のうち，9割を公共資産整備支出が占めています。 

公共資産整備の財源となった主なものは，国県補助金等 9 億 4,039 万 1 千円，地

方債 5 億 3,533 万 4 千円となっています。 

公共資産整備収支額は，△8 億 4,476 万 6 千円で赤字となっていますが，経常的

収支の黒字で穴埋めをしていることになります。 

 

（３）投資・財務的収支の部 

投資・財務的支出は，地方債償還額が 15 億 2,187 万 5 千円と最も大きく，投資・

財務的支出全体の 6 割以上を占めています。 

次いで，基金積立額 4 億 5,857 万 2 千円，貸付金 2 億円，公債費に充当された特

別会計への繰出金 1 億 1,822 万円の順となっています。 

投資・財務的収入は，貸付金回収額が 3 億 9,729 万 2 千円，地方債償還に充当し

た使用料等のその他収入が 1,176 万 8 千円となっています。 

投資・財務的収支額は△18 億 8,873 万 3 千円と３つの部で最も大きい赤字となっ

ていますが，経常的収支の黒字により穴埋めができています。 

 

公共資産整備収支及び投資・財務的収支は赤字ですが，建設事業や地方債の償還

には大きな資金が必要となるため，経常的収支での黒字分，すなわち一般財源を充

てて賄っています。 

収支不足

収支不足

公共資産整備収支の部

公共資産
整備支出

公共資産
整備収入

経常的収支の部

経常的
支出

経常的
収入

投資・財務的収支の部
収支余剰

投資・財務
的支出

投資・
財務的収入

穴埋めする 
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第３ 普通会計財務書類から見た宇土市の特徴（分析指標）                 

 

１ 社会資本形成の世代間負担比率 

（１）社会資本形成の過去及び現世代負担比率 

公共資産のうち，純資産による形成割合からこれまでの世代によって既に負担され

た割合を見ることができます。 

（単位：千円） 

純資産合計（a） 35,570,064 

公共資産合計(b) 48,187,879 

過去及び現役世代負担比率（a/b） 73.8％ 

 

 

（２）社会資本形成の将来世代負担比率 

公共資産のうち，地方債による形成割合から将来返済しなければならない今後の世

代によって負担する割合を見ることができます。 

（単位：千円） 

地方債残高（a） 16,818,040 

公共資産合計(b) 48,187,879 

将来世代負担比率（a/b） 34.9％ 

※地方債残高は，地方債，翌年度償還予定地方債，長期未払金，未払金の合計額となります。 

 

宇土市の過去及び現世代負担比率は，73.8％（平均値 50～90％），将来世代負担比率

は，34.9％（平均値 15～40％）です。合計が 100％にならないのは，公共資産の財源と

ならない地方債が含まれているためです。 

過疎化が進んでいる団体や合併特例債を発行している団体では，将来世代負担比率は

高くなる傾向にあります。 

   

 

２ 歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより，形成されたストックである資産

は何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 

（単位：千円） 

資産合計（a） 54,777,848 

歳入総額(b) 15,710,438 

歳入額対資産比率（a/b） 3.49 

※歳入総額は，資金収支計算書の各部の収入合計総額に期首歳計現金残高を加算しています。  

 

 

宇土市の歳入額対資産比率は，3.49（平均値 3.0～7.0）となります。歳入総額は，景

気や地方交付税などの外部要因により変動しやすい一方で，一度形成した資産は，短期

的には変動しないため，歳入総額が減少しているのに歳入額対資産比率が増加する傾向

にあるならば注意が必要ということになります。 

 



20 

 

３ 有形固定資産の行政目的別割合 

貸借対照表の有形固定資産の行政目的別割合から，行政分野ごとの公共資産形成の比

重が分かります。 

通常，道路整備などの「生活インフラ・国土保全」が大きい割合を占めますが，「産業

振興」の割合は，農村部，漁村部では高くなる傾向があります。それぞれの自治体の特

色が現れる部分であるといえます。 

 

  

生活イン

フラ・国

土保全

51.4%

教育

30.5%

福祉

1.3%

環境衛

生

0.6% 産業振

興

12.8%

消防

0.4%

総務

2.9%

 

 

 

 

宇土市では，有形固定資産の 51.4％を

「生活インフラ・国土保全」が占めていま

す。その中で大きい順に，道路，公営住宅，

街路となっています。  

次いで教育費が 30.5％で，大きい順に，

小学校費，中学校費，社会教育費となって

います。 

次いで産業振興費が 12.8％で，その中で

農林水産業費が 93.3％を占め，商工費が

6.7％となっています。 

「生活インフラ・国土保全」，「教育」，「産

業振興」の３分野で有形固定資産の 94.7％

を占めており，本市では，これらの分野に

多くの資産を持っていることが分かります。 

    

       

   

４ 資産老朽化比率 

有形固定資産のうち，土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより，耐用年数に比べ償却資産の取得からどの程度経過しているのか

を全体として把握することができます。比率が高いほど老朽化が進んでいることになり

ます。 

 

 

有形固定資産－土地＋減価償却累計額
資産老朽化比率（％）＝ ×１００

減価償却累計額

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産の行政目的別割合  
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（単位：千円） 

行政分野  有形固定資産  土地  減価償却累計額  資産老朽化比率  

生活インフラ・国土保全  24,713,222 6,413,144 10,856,852 37.2% 

教育    14,674,191 1,427,601 6,522,662 33.0% 

福祉    619,157 160,857 1,379,459 75.1% 

環境衛生    305,277 93,890 389,773 64.8% 

産業振興    6,145,017 783,599 13,532,298 71.6% 

消防    208,349 47,123 819,187 83.6% 

総務    1,418,343 113,729 1,121,289 46.2% 

合 計 48,083,556 9,039,943 34,621,520 47.0% 

※いずれも貸借対照表又は貸借対照表の注記の数値を使用します。 

   

宇土市の資産老朽化比率は，47.0％（平均値 35～50％）です。 

行政分野ごとに見てみると，老朽化比率の高い順に消防 83.6％，福祉 75.1％，産業振

興 71.6％となっています。 

資産老朽化比率が最も低いのは，教育 33.0％，次に生活インフラ・国土保全 37.2％，

総務 46.2％となっています。生活インフラ・国土保全と教育は，有形固定資産額も大き

く，耐用年数も長いことから，老朽化が比較的ゆるやかに進行しているといえます。一

方で，消防は有形固定資産に占める割合も最も少なく，耐用年数も短いことから資産老

朽化は高くなっています。 

 

 

５ 受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益（使用料・手数料，分担金・負担金など）の経常

行政コスト（行政サービスの提供に必要な経費）に対する割合を算定することで，受益

者の負担割合を算定します。 

 

　受益者負担比率（％）＝ ×１００
経常収益

経常行政コスト

 

 

 （単位：千円）

行政目的 経常収益 経常行政コスト 受益者負担比率 

生活インフラ・国土保全 42,359 1,015,997 427% 

教育   23,915 1,286,946 1.9% 

福祉   259,599 4,896,855 5.1% 

環境衛生   44,360 1,027,874 4.3% 

産業振興   12,462 1,098,391 1.1% 

消防   4 480,111 0.0% 

総務   46,450 1,514,591 3.1% 

その他   122,493 448,498 27.3% 

合 計   542,642 11,769,263 4.6% 

※いずれも行政コスト計算書の数値を使用します。その他の経常収益は，一般財源振替分を含みます。 
その他の行政コストは，議会費，支払利息，回収不能見込額を含みます。

有形固定資産の行政目的別割

合 
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宇土市の受益者負担比率は，4.6％（平均値 2.0～8.0％）です。 

行政分野ごとに見てみると，受益者負担比率の高い順に，福祉 5.1％，環境衛生 4.3％，

生活インフラ・国土保全 4.2％となっています。福祉は，経常行政コスト，経常収益そ

れぞれに占める割合が最も大きく，受益者の負担割合も高くなっていますが，総務は，

経常行政コストが大きいにも関わらず，受益者の負担率は低くなっています。これは，

総務では人件費の占める割合が大きいためです。 

 

 

６ 行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで，資産を活用するためにどれだけの

コストがかけられているか，どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供している

か（資産が効率的に活用されているか）が分かります。 

各行政分野におけるハード，ソフト両面にわたるバランスを検討する上でも参考とな

ります。 

 

行政コスト対公共資産比率（％）＝ ×１００
経常行政コスト

公共資産

 

 

 

（単位：千円）

行政目的 経常行政コスト 公共資産 行政コスト対公共資産比率 

生活インフラ・国土保全 1,015,997 24,713,222 4.1% 

教育   1,286,946 14,674,191 8.8% 

福祉   4,896,855 619,157 790.9% 

環境衛生   1,027,874 305,277 336.7% 

産業振興   1,098,391 6,145,017 17.9% 

消防   480,111 208,349 230.4% 

総務   1,514,591 1,418,343 106.8% 

その他   448,498 0 0.0% 

合 計   11,769,263 48,083,556 24.5% 

※いずれも行政コスト計算書，貸借対照表の数値を使用します。

 

宇土市の行政コスト対公共資産比率は，24.5％（平均値 10～30％）です。 

福祉分野の比率が極めて高くなっていますが，これは福祉分野での行政サービスが児

童手当の支給，高齢者や障害者への援護措置，生活保護などの給付サービスが中心で，

有形固定資産によらない行政サービスを行っていることが要因です。 

このように，行政目的ごとに比率はかなりバラつきますが，全体では 10～30％の間が

平均的比率とされているため，本市の資産は効率的に活用されていると考えられます。 
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７ 行政コスト対税収等比率 

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって，当年度に行われた

行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して，どれだけ

が当年度の負担で賄われたかが分かります。 

比率が 100％を下回っている場合は，翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか，あ

るいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており，

100％を上回っている場合は，過去から蓄積した資産が取り崩されたか，あるいは翌年

度以降へ引き継ぐ負担が増加したこと（もしくはその両方）を表しています。 

 

行政コスト対税収等比率（％）＝ ×１００
純経常行政コスト

一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等の列）

 

（単位：千円） 

純経常行政コスト（a） 11,226,621 

一般財源(b) 8,684,949 

補助金等受入(c) 3,859,378 

行政コスト対税収等比率（a/（b＋ｃ））＊100 89.5％ 

※純行政コストは行政コスト計算書，一般財源及び補助金等受入は純資産変動計算書の数値を使用します。

宇土市の行政コスト対税収等比率は，89.5％（平均値 90～110％）です。 

100％を下回っているため，翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか，あるいは翌年

度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）になります。 

 

 

８ 地方債の償還可能年数 

市の抱えている負債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるか

を表す指標です。 

借金の量や債務返済能力を測ることができ，この指標が小さければ小さいほど借金の

経常的収支に対する負担は軽く，債務返済能力が高いことになります。 

 

地方債の償還可能年数＝ ×１００
地方債残高

経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）

 

 

（単位：千円） 

地方債残高（a） 16,818,040 

経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩

額を除く）(b) 

 

2,352,537 

地方債の償還可能年数（a/b） 6.6 年 

 ※地方債残高は，貸借対照表の地方債，翌年度償還予定地方債，長期未払金，未払金の合計額となりま

す。経常的収支額は，資金収支計算書の数値を使用します。 
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宇土市の地方債償還可能年数は，6.6 年（平均値 3 年～9 年）です。平均値の範囲内で

はありますが，比較的高い数値を示していますので，経常的収支に対する負担はやや重

く，経常的に確保できる資金での借金返済に多少時間がかかるということになります。 

                                                                                               

 

 

９ プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

資金収支計算書に注記されているプライマリーバランスは，公債費関連の歳入・歳出

を除いた基礎的財政収支で，その歳入・歳出のバランスを見ることにより，持続可能な

財政運営であるかどうかが分かります。 

   

 

プライマリーバランス＝[歳入総額（繰越金を除く）-地方債発行額-財政調整基金等の取崩額]－ 

[歳出総額－地方債元利償還額－財政調整基金等積立額 ] 

 

（単位：千円） 

歳入総額（繰越金を除く）（a） 14,757,688 

地方債発行額(b) 1,265,589 

財政調整基金等の取崩額（ｃ） 0 

歳出総額（d) 14,055,592 

地方債元利償還額（e） 1,805,356 

財政調整基金等積立額（f） 372,571 

プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

（(a）-(b）-(ｃ)）-（(d)-(e)-（f）） 

 

1,614,434 

 

 

宇土市のプライマリーバランス（基礎的財政収支）は，16 億 1,443 万 4 千円のプラス

となります。 

この数値がゼロあるいはプラスであれば実質的な地方債の増加率は長期金利以下とな

り，経済成長率が長期金利を下回らない限り，経済規模に対する地方債の比率は増加せ

ず，持続可能な財政運営であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

有 形 固 定 資 産 の行 政 目 的 別

割合  
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１０ 市民 1 人あたりの財務書類 

貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金額を市民１人あたりで算出することで，

他団体との比較がしやすくなります。 

算定に用いる人口は，毎年度末の数値が把握できるという点から住民基本台帳による

人口としています。 

 

（１）市民１人あたりの貸借対照表 

貸借対照表を宇土市民 1 人あたりに換算すると，資産は 142 万 9 千円で，負債は

50 万 1 千円，純資産は 92 万 8 千円となります。 

平均的な値としては，住民１人あたりの資産額が都市で 100万円～300万円の間，

町村で 100～500 万の間の金額，住民１人あたりの負債額が都市で 30 万円～100 万

円の間の金額，町村で 30～200 万円の間の金額になります。 

過疎化の進んだ団体や合併特例債を活用して多額の資産形成を行った団体では高

額になる傾向があります。 

 

市民１人あたりの財務諸表（普通会計）

38,324

（単位：千円）

　

1 公共資産 1,257 1 固定負債 451
(1) 有形固定資産 1,255 (1) 地方債 393
(2) 売却可能資産 3 (2) 退職手当引当金 58

2 投資等 95 2 流動負債 51
(1) 投資及び出資金 56 (1) 翌年度償還予定地方債 46
(2) 貸付金 20 (2) 翌年度支払予定退職手当 1
(3) 基金等 14 (3) 賞与引当金 3
(4) 長期延滞債権 8

(5) 回収不能見込額 ▲ 3 負債合計 501

3 流動資産 77
(1) 現金預金 76 純資産合計 928

（うち歳計現金） (34)
(2) 未収金 1

　　資産合計 1,429 負債・純資産合計 1,429

資産の部 負債の部

純資産の部

                         住民基本台帳人口：38,324人（平成 23年 3月 31日現在） 
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（２）市民１人あたりの行政コスト計算書 

行政コスト計算書を宇土市民１人あたりに換算すると，経常行政コストは 30 万 7

千円で，経常収益は 1 万 4 千円，純経常行政コストは，29 万 3 千円となります。 

住民１人あたりの経常行政コストの平均的な値としては，都市で 20 万円～50 万

円の間の金額，町村で 20 万円～90 万円の間の金額になります。 

 

市民１人あたりの行政コスト計算書（普通会計）

（単位：千円）

1 人にかかるコスト 61
(1) 人件費 53
(2) 退職手当引当金繰入等 5
(3) 賞与引当金繰入等 3

2 物にかかるコスト 72
(1) 物件費 27
(2) 維持補修費 3

(3) 減価償却費 42

3 移転支出的なコスト 166

(1) 社会保障給付 85
(2) 補助金等 35
(3) 他会計等への支出額 42
(4) 他団体等への公共資産整備 4

補助金等
4 その他のコスト 8

(1) 支払利息 7
(2) 回収不能見込計上額 0

経常行政コスト合計 307

1 使用料・手数料 7
2 分担金・負担金・寄付金 8

経常収益合計 14

純経常行政コスト 293

　（経常行政コストー経常収益）

経常収益

経常行政コスト

 

住民基本台帳人口：38,324 人（平成 23 年 3 月 31 日現在） 
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（３）市民１人あたりの純資産変動計算書 

純資産変動計算書を宇土市民 1 人あたりに換算すると，期首純資産残高（H21 年度

末）は 89 万 4 千円で，期末純資産残高（H22 年度末）は 92 万 8 千円となり，前年度

から純資産額は 3 万 4 千円の増額となりました。 

 

市民１人あたりの純資産変動計算書（普通会計）

（単位：千円）

期首純資産残高 894
　純経常行政コスト ▲ 293

地方税 94
地方交付税 112
その他行政コスト充当財源 20
補助金等受入 101
災害復旧事業費 ▲ 1
公共資産除売却損益 0
その他 0

期末純資産残高 928
 

住民基本台帳人口：38,324 人（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 

 

（４）市民１人あたりの資金収支計算書 

資金収支計算書を宇土市民１人あたりに換算すると，経常的収支の部は 8 万 1 千

円の黒字になり，この黒字で公共資産整備収支額の△2 万 2 千円と投資・財務的収支

額△4 万 7 千円の赤字を埋めることができています。 

 

 

市民１人あたりの資金収支計算書（普通会計）

（単位：千円）

　支出合計 254
　収入合計 334
経常的収支額 81

　支出合計 62
　収入合計 40
公共資産整備収支額 ▲ 22

　支出合計 60
　収入合計 11
投資・財務的収支額 ▲ 47
当年度歳計現金増減額 11
期首歳計現金残高 25
期末歳計現金残高 36

3　投資・財務的収支の部

1　経常的収支の部

2　公共資産整備収支の部

 

住民基本台帳人口：38,324 人（平成 23 年 3 月 31 日現在） 
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１１ マトリックス分析 

住民１人当たり資産と住民１人当たり負債を組み合わせ，どちらの数値も大きい「大

きい政府型」，資産は大きくて負債は小さい「高資産低負担型」などに分類することがで

きます。 

 

1,500

0 3,500

0

市
民
1
人
当
た
り
負
債

（
千
円

）

市民1人当たり資産（千円）

大きい政府型

高資産低負担型小さい政府型

低資産高負担型

 

宇土市の場合，市民１人当たりの資産は，142 万 9 千円で，市民１人当たりの負債は，

50 万 1 千円です。 

上の表で見ると，平均値に近い数字ではありますが，「小さい政府型」に分類され，資

産も負債も少ない自治体であるといえます。 

  

 

 

      

 

平均値  

市民 1 人あたり資産：1,723 千円  

市民 1 人あたり負債： 635 千円  

宇土市  

市民 1 人あたり資産：1,429 千円  

市民 1 人あたり負債： 501 千円 



29 

 

第４ 市全体の財務書類４表                         

 

市では，普通会計で行っている事業のほかにも，水道事業や下水道事業，国民健康保

険事業などの特別会計においても様々な行政サービスを提供しています。 

市の財政は，これらの特別会計事業を含めて成り立っているため，市全体の資産や負

債，行政コストを把握するために特別会計，公営企業会計までを対象とした市全体の財

務書類を作成しました。 

 

 

【市全体の範囲】 

 

（１）普通会計  

（２）公営事業会計 

     ・水道事業会計 

     ・国民健康保険特別会計 

・簡易水道事業特別会計 

     ・公共下水道事業特別会計 

      ・老人保健医療特別会計 

      ・介護保険特別会計 

      ・漁業集落排水施設整備事業特別会計 

      ・後期高齢者医療特別会計 

 

 

【財務書類の作成方法】 

  

地方公営企業法を適用している水道事業については，地方公営企業法施行規則等に基

づいて作成している決算書等を活用して作成しました。 

公営事業会計については，地方公営企業決算状況調査や歳入歳出決算書等を活用し，

普通会計の作成方法に準じて作成しました。 

 

【連結内部間の相殺・消去】 

 

普通会計から特別会計への繰出し，繰入れなどの取引があった場合は，その支出，収

入について減額しています。 

また，水道事業会計への出資と受入れについても消去しています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 38,018,627 ①普通会計地方債 15,050,829

②教育 14,674,191 ②公営事業地方債 6,879,353

③福祉 619,157  地方債計 21,930,182

④環境衛生 4,068,174 (2) 長期未払金

⑤産業振興 6,145,017 (3) 引当金 2,214,870

⑥消防 208,349 （うち退職手当等引当金） 2,214,870

⑦総務 1,418,343 （うちその他の引当金）

⑧収益事業 0 (4) その他

⑨その他 0 固定負債合計 24,145,052

有形固定資産計 65,151,858

(2) 無形固定資産 167 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 104,323 (1) 翌年度償還予定地方債 2,077,096

公共資産合計 65,256,348 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

(3) 未払金 12,384

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 53,287

(1) 投資及び出資金 1,649,744 (5) 賞与引当金 131,507

(2) 貸付金 778,849 (6) その他 44,624

(3) 基金等 671,938 流動負債合計 2,318,898

(4) 長期延滞債権 813,284

(5) その他 負　　債　　合　　計 26,463,950

(6) 回収不能見込額 △ 261,595

投資等合計 3,652,220

３　流動資産

(1) 資金 3,451,842

(2) 未収金 110,801

(3) 販売用不動産

(4) その他 11,193 純　 資　 産　 合　 計 46,017,278

(5) 回収不能見込額 △ 1,176

流動資産合計 3,572,660

４　繰延勘定

資　　産　　合　　計 72,481,228 負 債 及 び 純 資 産 合 計 72,481,228

宇土市全体の貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,232,444 11.4% 164,080 425,833 237,506 138,525 247,477 27,938 868,470 122,615 0

（２）退職手当等引当金繰入等 199,903 1.0% 16,579 43,777 19,883 11,706 30,214 2,628 70,551 4,565 0

１ （３）賞与引当金繰入額 131,507 0.7% 9,531 25,454 14,748 6,029 14,834 1,670 51,912 7,329 0

小　　計 2,563,854 13.1% 190,190 495,064 272,137 156,260 292,525 32,236 990,933 134,509 0

（１）物件費 1,668,474 8.5% 230,479 299,755 228,105 521,564 112,493 24,016 241,366 10,517 179

（２）維持補修費 161,545 0.8% 75,884 38,402 3,319 23,475 11,680 260 8,525 0

（３）減価償却費 2,224,129 11.3% 1,079,685 372,966 43,490 163,819 457,022 29,280 77,867 0

小　　計 4,054,148 20.6% 1,386,048 711,123 274,914 708,858 581,195 53,556 327,758 10,517 0 179

（１）社会保障給付 8,881,797 45.2% 33,513 8,834,080 14,204

（２）補助金等 2,615,043 13.3% 3,501 37,726 1,396,749 559,248 135,881 389,361 91,836 741 0

（３）他会計等への支出額 506,554 2.6% 0 0 397,792 19,369 1,728 800 86,865 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

156,358 0.8% 10,275 9,520 5,759 21,056 90,238 2,311 17,199 0 0

小　　計 12,159,752 61.9% 13,776 80,759 10,634,380 613,877 227,847 392,472 195,900 741 0

（１）支払利息 459,007 2.3% 459,007

（２）回収不能見込計上額 33,036 0.2% 33,036

（３）その他行政コスト 367,151 1.9% 0 0 354,167 12,984 0 0 0 0 0

小　　計 859,194 4.4% 0 0 354,167 12,984 0 0 0 0 459,007 33,036 0

19,636,948 1,590,014 1,286,946 11,535,598 1,491,979 1,101,567 478,264 1,514,591 145,767 459,007 33,036 179

（　構　成　比　率　） 8.1% 6.6% 58.7% 7.6% 5.6% 2.4% 7.7% 0.7% 2.3% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 253,153 41,989 21,233 60 44,360 2,480 4 20,704 0 0 0 122,323

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2,844,020 8,599 2,682 2,795,066 435 11,322 0 25,746 0 0 0 170

３ 保 険 料 1,429,677 1,429,677

４ 事 業 収 益 988,513 496,090 0 0 489,622 2,801 0 0 0 0

５ その他特定行政サー ビス 収入 64,997 22,070 0 14,699 27,848 380 0 0 0 0

5,580,360 568,748 23,915 4,239,502 562,265 16,983 4 46,450 0 0 0 122,493

ｂ／ａ 28.4% 35.8% 1.9% 36.8% 37.7% 1.5% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 0.0%

14,056,588 1,021,266 1,263,031 7,296,096 929,714 1,084,584 478,260 1,468,141 145,767 459,007 33,036 179 △ 122,493

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

宇土市全体の行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

３

４
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宇土市全体の純資産変動計算書

純資産合計

期首純資産残高 44,760,093

純経常行政コスト △ 14,056,588

一般財源

地方税 3,611,811

地方交付税 4,294,225

その他行政コスト充当財源 778,913

補助金等受入 6,636,945

臨時損益

災害復旧事業費 △ 20,228

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

資産評価替えによる変動額 44,977

無償受贈資産受入 0

その他 12,107

期末純資産残高 46,062,255

自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

宇土市全体の資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

459,007

548,924

17,167,325

3,608,634

399,689

2,557,779

1,685,087

8,881,796

2,635,043

1,415,333

986,574

4,294,225

5,580,791

254,491

2,831,981

16,583

658,646

20,507,040

129,527

730,255

1,056,154

800,534

6,919

67,759

3,339,715

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,437,070

2,630,678

397,292

1,931,366

△ 699,312

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

193,608

1,927,644

874

200,000

463,772

2,591,416

1,849,604

11,768

409,934

△ 2,181,482

458,921

1,390,683



34 

 

第５ 連結財務書類４表                           

 

普通会計や特別会計など市全体の会計のほかに，自治体と連携協力して行政サービス

を実施している一部事務組合，地方三公社，第三セクターなどの関係団体，法人をひと

つの行政サービス実施主体とみなして，市が関係する全ての資産や負債，行政コストを

把握するものです。 

 

 

【連結の範囲】 

 

（１）地方三公社 

・宇土市土地開発公社 

 

（２）一部事務組合等 

    ・宇城広域連合 

・熊本県後期高齢者医療広域連合 

 

 

 

 

【財務書類の作成方法】 

地方三公社については，決算書類に基づいて作成しています。一部事務組合につい

ては，一部事務組合の財務書類のうち，本市の当年度経費負担割合相当分について，

連結する比例連結を行っています。 

 

 

 

【連結内部間の相殺・消去】 

連結対象となる会計・団体間で負担金，出資金等の支出やその受入れの取引があっ

た場合は，その支出，収入について減額しています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 38,018,627 ①普通会計地方債 15,050,829

②教育 14,674,191 ②公営事業地方債 6,879,353

③福祉 620,704  地方公共団体計 21,930,182

④環境衛生 5,970,534 (2) 関係団体

⑤産業振興 6,145,017 ①一部事務組合・広域連合地方債 336,027

⑥消防 492,962 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 1,454,497 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業  関係団体計 336,027

⑨その他 51 (3) 長期未払金

有形固定資産計 67,376,583 (4) 引当金 2,214,870

(2) 無形固定資産 167 （うち退職手当等引当金） 2,214,870

(3) 売却可能資産 104,323 （うちその他の引当金）

公共資産合計 67,481,073 (5) その他

固定負債合計 24,481,079

２　投資等

(1) 投資及び出資金 1,648,754 ２　流動負債

(2) 貸付金 778,849 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 1,033,398 ①地方公共団体 2,077,096

(4) 長期延滞債権 813,294 ②関係団体 251,145

(5) その他  翌年度償還予定額計 2,328,241

(6) 回収不能見込額 △ 261,595 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 658,000

投資等合計 4,012,700 (3) 未払金 12,389

(4) 翌年度支払予定退職手当 53,287

(5) 賞与引当金 131,507

３　流動資産 (6) その他 44,624

(1) 資金 3,607,008 流動負債合計 3,228,048

(2) 未収金 207,074

(3) 販売用不動産 820,970 負　　債　　合　　計 27,709,127

(4) その他 11,193

(5) 回収不能見込額 △ 1,176

流動資産合計 4,645,069

純　 資　 産　 合　 計 48,429,715

４　繰延勘定

資　　産　　合　　計 76,138,842 負債及び純資産合計 76,138,842

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,643,776 11.4% 164,080 425,833 246,967 197,985 247,487 351,871 886,870 122,683

（２）退職手当等引当金繰入等 207,588 0.9% 16,579 43,777 19,973 12,775 30,214 8,822 70,883 4,565

１ （３）賞与引当金繰入額 131,507 0.6% 9,531 25,454 14,748 6,029 14,834 1,670 51,912 7,329

小　　計 2,982,871 12.8% 190,190 495,064 281,688 216,789 292,535 362,363 1,009,665 134,577 0

（１）物件費 1,864,257 8.0% 230,479 299,755 251,715 661,793 114,101 49,040 246,573 10,622 179

（２）維持補修費 199,545 0.9% 75,884 38,402 3,319 61,034 11,680 701 8,525 0

（３）減価償却費 2,388,085 10.3% 1,079,685 372,966 43,600 301,439 457,039 54,233 79,123 0

小　　計 4,451,887 19.2% 1,386,048 711,123 298,634 1,024,266 582,820 103,974 334,221 10,622 0 179

（１）社会保障給付 13,171,030 56.7% 33,513 13,123,313 14,204

（２）補助金等 1,384,850 6.0% 3,501 37,726 1,071,642 8,134 135,984 30,554 96,568 741

（３）他会計等への支出額 190,015 0.8% 0 0 81,253 19,369 1,728 800 86,865 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

156,358 0.7% 10,275 9,520 5,759 21,056 90,238 2,311 17,199 0

小　　計 14,902,253 64.1% 13,776 80,759 14,281,967 62,763 227,950 33,665 200,632 741 0

（１）支払利息 471,941 2.0% 471,941

（２）回収不能見込計上額 33,036 0.1% 33,036

（３）その他行政コスト 400,970 1.7% 0 0 354,167 12,984 33,819 0 0 0 0

小　　計 905,947 3.9% 0 0 354,167 12,984 33,819 0 0 0 471,941 33,036 0

23,242,958 1,590,014 1,286,946 15,216,456 1,316,802 1,137,124 500,002 1,544,518 145,940 471,941 33,036 179

（　構　成　比　率　） 6.8% 5.5% 65.5% 5.7% 4.9% 2.2% 6.6% 0.6% 2.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 305,373 41,989 21,233 60 95,059 2,480 1,508 20,721 0 0 0 122,323

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 4,542,761 8,599 2,682 4,540,421 435 11,322 0 25,746 0 0 0 △ 46,444

３ 保 険 料 1,429,677 1,429,677

４ 事 業 収 益 1,036,330 496,090 0 0 489,622 50,618 0 0 0 0

５ その他特定行政サー ビス 収入 65,114 22,070 0 14,699 27,848 497 0 0 0 0

7,379,255 568,748 23,915 5,984,857 612,964 64,917 1,508 46,467 0 0 0 75,879

ｂ／ａ 31.7% 35.8% 1.9% 39.3% 46.5% 5.7% 0.3% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15,863,703 1,021,266 1,263,031 9,231,599 703,838 1,072,207 498,494 1,498,051 145,940 471,941 33,036 179 △ 75,879

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

３

４
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純資産合計

期首純資産残高 47,105,888

純経常行政コスト △ 15,863,703

一般財源

地方税 3,611,811

地方交付税 4,294,225

その他行政コスト充当財源 794,547

補助金等受入 8,495,068

臨時損益

災害復旧事業費 △ 20,228

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

収益事業純損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 12,107

期末純資産残高 48,429,715

自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

連結純資産変動計算書
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

△ 757,730

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

連結資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

193,608

2,162,248

951,536

6,919

67,759

2,082,368

471,941

282,047

20,590,750

3,608,634

2,976,796

1,880,870

13,171,029

1,808,067

143,910

730,255

1,415,333

1,039,450

4,294,225

7,438,914

259,446

4,525,008

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,646,490

2,840,098

1,056,154

72,051

712,786

24,240,012

3,649,262

2,891,692

397,292

200,000

497,444

32,000

11,953

2,004,770

410,119

△ 2,481,573

409,959

1,594,811

874

 


